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救急医療の課題（現状）

消防機関 医療機関 共通
・救急隊員が現場で搬送先病院を探す方法は、
地域の事情や経験に拠る

・救急に対する医療リスクの増大 ・地域によって搬送の手順や運用ルールが異な
る

・症候に応じ（特に重篤患者）、所管する地域を
越えた広域を対象に迅速に専門医のいる病院
に搬送することが課題

・一次･二次にて受入可能な患者が三次病院
に搬送され、三次に集中

・救急搬送と患者の予後の情報が紐付けされ
ておらず、搬送結果の知見が不十分

・救急隊によるトリアージの仕組み、ディスパッ
チセンター機能の確立

・検査機器や手術の準備などは患者が到着し
てから行っているため、処置を開始するまでに
は一定の時間が必要

・ 心疾患、脳疾患、小児救急への対応

・救急車に乗れる人数の制限により、現場での
活動に制約

・ステークホルダーが多く、解決策の方針を集約
することが困難

・救急隊員が現場で病院に受入要請を行う回
数と、患者を病院に搬送し処置を開始するまで
の時間を総合的に減らすことが課題

・軽症患者の対応の仕方

①救急活動中は時間がなく、システムを触
るのが困難

④患者のバイタル情報等を予め医療機関
に通知しておく手段が未整備。

⑧患者の画像情報などに対して、個人情
報保護法での適切な対応の理解が不十分

②端末操作をすることが患者家族から疑
念の目

⑤複数の病院のシステムに対する思いの
調整が困難

⑨継続的な事業運営費用の確保が困難

③救急活動中のシステム活用に消極的
（救急活動が終わったあとの事後報告など
のシステムは積極的に利用）

⑥情報入力が困難（時間的、人的） ⑩人口規模の少ない地域での利用率が低
いのは・人材・資源の制約（特に人口の少
ない地域）

⑦医療機関間での情報共有がなく、自病
院のみの判断

⑪平時の救急時のみでなく、災害時におけ
る人材・資源の制約が顕著
⑫医師主導と、救急隊主導のギャップ（差
異）
⑬搬送先の病院が固定的
⑭既存システムとの棲み分けが困難

業務面でが
抱える課題

ＩＴ導入に
あたって
の課題



救急医療の運用フロー（課題の位置）
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救急医療の現状の課題を解決する方向性

救急搬送における課題 解決する方向性 システム解決案
① 救急活動中は時間がなく、システムを触るのが困難 救急の現場で操作し易い機器の導入 タブレット端末等の導入

② 端末操作をすることが患者家族から疑念の目 携帯電話にて遊んでいるように思われない見栄え タブレット端末等の導入

③
救急活動中のシステム活用に消極的（救急活動が終わったあとの事後
報告などのシステムは積極的に利用）

事後でも入力可能な方法（仕組み）の必要性 事業入力機能

④ 患者のバイタル情報等を予め医療機関に通知しておく手段が未整備。
救急現場から患者の情報を医療機関に伝送する仕組
みの必要性

バイタル、画像伝送の導入

⑤ 複数の病院のシステムに対する思いの調整が困難 病院間にて情報を共有する仕組み 医療機関間での情報共有機能

⑥ 情報入力が困難（時間的、人的） 入力のし易さ（操作性）と入力情報量の整備 タブレット端末等の導入

⑦ 医療機関間での情報共有がなく、自病院のみの判断 病院間にて情報を共有する仕組み 医療機関間での情報共有機能

⑧
患者の画像情報などに対して、個人情報保護法での適切な対応の理
解が不十分

個人情報保護に関する適切な仕組みの導入 セキュリティ関連機能の導入

⑨ 継続的な事業運営費用の確保が困難 - -

⑩
人口規模の少ない地域での利用率が低いのは・人材・資源の制約（特
に人口の少ない地域）

- （現場のケース調査） -

⑪ 平時の救急時のみでなく、災害時における人材・資源の制約が顕著 災害時におけるシステムの活用
災害時の適切な情報共有システムの導
入

⑫ 医師主導と、救急隊主導のギャップ（差異） - （現場のケース調査） -

⑬ 搬送先の病院が固定的 - （現場のケース調査） -

⑭ 既存システムとの棲み分けが困難 - （現場のケース調査） -

A 救急隊によるトリアージの仕組み、ディスパッチセンター機能の確立
現場にてトリアージをする仕組みの導入
情報を集約し、適切に搬送する仕組みの導入

救急現場でトリアージシステムの導入
コーディネーター機能の導入

B
病院への受入要請を行う回数と、病院に搬送し処置開始時間を総合的
に減らすことが課題

搬送に関する総合的な仕組みの導入 総合的な救急情報システムの導入

C ・一次･二次にて受入可能な患者が三次病院に搬送され、三次に集中
現場にてトリアージをする仕組みの導入
情報を集約し、適切に搬送する仕組みの導入

救急現場でトリアージシステムの導入
コーディネーター機能の導入

D
・検査機器や手術の準備などは患者が到着してから行っているため、
処置を開始するまでには一定の時間が必要

救急現場から患者の情報を医療機関に伝送する仕組
みの必要性

バイタル、画像伝送の導入

E
・救急搬送と患者の予後の情報が紐付けされておらず、搬送結果の知
見が不十分

救急搬送時の情報と搬送結果の付き合わせる仕組み
の導入

搬送の関する分析システムの導入



－1－シルバー事業本部

iPadを使用した
福祉用具選定帳票の

作成について

iPadを使用した
福祉用具選定帳票の

作成について

2012年 2月 20日（月）



－2－シルバー事業本部

帳票作成の義務化

2012年4月より…
「福祉用具サービス計画」という書式が介護保険制度で義務化。

「福祉用具サービス計画」とは…
福祉用具を選ぶのは、「福祉用具専門相談員」の仕事。

選定理由の記録は今まで義務化されていなかった。

「貸しっぱなし」事業者を排除し、レンタルの質を担保する目的。

トーカイの取り組み（現行）

2年前から同帳票を基幹システムに組み込んで運用。

トーカイの取り組み（現行）
2012年10月より、iPadを用いて出先で入力・印刷を行う。



－3－シルバー事業本部

「福祉用具サービス計画」様式



－4－シルバー事業本部

「福祉用具サービス計画」概要①

相談記録を記載。

身体状況をチェック。



－5－シルバー事業本部

「福祉用具サービス計画」概要②

服薬状況はこの欄に記入する
が、福祉用具の利用に関係な
ければ殆ど記載されない。

ケアマネジャーのプラン
内容を転記する。



－6－シルバー事業本部

「福祉用具サービス計画」概要③

ケアプランの目標に沿っ
た利用目標を設定。

利用目標を達成するため
の具体的な選定理由を記
載する。

利用者の同意を得る。



－7－シルバー事業本部

「福祉用具サービス計画」のiPad化

文例ボタンを押すとマス
ターで登録された情報が
表示されます

入力画面イメージ



－8－シルバー事業本部

「福祉用具サービス計画」のiPad化

定期モニタリング
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